新たな富山県障害者計画の策定について
　現行の富山県障害者計画（第３次）の計画期間が平成３０年度で終了するため、現計画策定時（平成２６年3月）以降の障害者基本法の改正をはじめとする制度改正や障害者を取り巻く環境の変化及び平成30年３月に策定される国の障害者基本計画（第4次）の内容等を踏まえ、平成３１年度からの新たな計画を策定することとしたい。

○検討体制
　・障害者基本法第11条第5項の規定に基づき、富山県障害者施策推進協議会のご意見をお伺いしながら計画を策定する。
　・計画に盛り込む内容は、福祉、保健、医療、教育、就労など幅広い分野にわたることから、富山県障害者施策推進協議会の下に幹事会を設置し、計画案を検討する。（メンバー：庁内関係課長、会長：厚生部次長）

　・市町村、障害者団体、障害者施設・事業所等からご意見を伺うとともに、パブリックコメントを実施する。
○策定スケジュール（予定）
平成３０年　３月　・国の障害者基本計画（第４次）策定
　６月　・第１回幹事会
・第１回施策推進協議会（計画見直し方針）
１０月　・第２回幹事会
・第２回施策推進協議会（計画骨子案）
１１月　・障害者団体、市町村への骨子案意見照会
１２月　・第３回幹事会
・第３回施策推進協議会（計画素案）
平成３１年　１月　・障害者団体との意見交換
２月　・市町村、関係機関との意見交換
・事業者への意見照会
・パブリックコメント
３月　・第４回幹事会
・第４回施策推進協議会（意見とその対応、計画案）
・計画策定
※　現計画策定時の日程を参考にスケージュール（案）を策定
（参考１）障害者基本法の規定
　（障害者基本計画等） 

第11条 　政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障害者基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 　都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県における障害者の状況等を踏まえ、当該都道府県における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「都道府県障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

３ 　市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

４ 　内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するとともに、障害者政策委員会の意見を聴いて、障害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５ 　都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつては、第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

６～９　〔　略　〕 　
（参考２）国の障害者基本計画（第４次）（平成30年度からの５年間）の概要
 ○基本理念（計画の目的）

共生社会の実現に向け、障害者が、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加し、その能力を最大限発揮して自己実現できるよう支援
○基本的方向

①２０２０東京パラリンピックも契機として、社会のバリア除去をより強力に推進

②障害者権利条約の理念を尊重し、整合性を確保

③障害者差別の解消に向けた取組を着実に推進

④着実かつ効果的な実施のための成果目標を充実
資料９　
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